
岐阜県小水力発電による環境保全推進事業実施要領 
 

平成２９年３月１５日付け 農整第８７８号 

一部改正 平成３１年３月１１日付け 農整第１０３９号 

一部改正 平成３１年４月２６日付け 農整第４２４号 

 

第１ 趣旨 

ＣＯ２削減・地球温暖化防止の観点、また東日本大震災の影響から、自然循環による再生可能エネル

ギーの活用に大きな関心が寄せられている。本県は豊かな水資源があるものの、活用にあたっては発電

施設の投資に多額の費用と時間を要するなど課題も多い。比較的小規模な小水力発電は建設時の環境負

荷が小さく、環境保全への寄与を図ることができるという利点はあるが、普及・啓発は進んでいない状

況である。 

このため、市町村や地域団体等が、身近な水路等に水力発電施設を設置又は、既存の小水力発電施設

（以下 既存施設）を活用し、環境保全活動を実施することを通じ、環境負荷の低い再生可能エネルギ

ーシステムの普及・啓発を図る取組みについて支援を行う。 

 

第２ 事業の実施 

小水力発電による環境保全推進事業の実施については、清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金交付

要綱（平成２４年３月２３日付け環政第７３１号環境生活部長、林第７５６号林政部長通知。以下「要

綱」という。）によるほか、この要領の定めるところによる。 

 

第３ 事業の内容 

次の１及び２のいずれか一方の型とし、１団体につき１箇所とする。なお、設置等した小水力発電施

設を活用し環境保全学習を年１回以上開催するものとする。 

１ 環境教育推進型 

0.1kW 程度の小水力発電施設を設置又は、既存施設を活用し、発電した電力を環境保全学習に活

用する設備の電源等に使用する。 

なお、必要に応じて、環境保全学習に活用する設備を設置することができる。 

２ 環境保全提案型 

0.1kW 以上の小水力発電施設を設置又は、既存施設を活用し、発電した電力は地域の環境保全に

資する活動に必要な施設の電源に使用するか、売電収益を環境保全活動に活用する。 

ただし、売電収益が環境保全活動に要する費用を上回る場合においては、その差額に補助対象経

費に占める県の補助割合を乗じた額を県に納付するものとする。なお、納付の期間は補助金の交付

を受けた年度を含む９年間とする。 

 

第４ 実施要件 

事業の実施に当たっては、以下の要件をすべて満たさなければならない。 

（１）事業の実施場所は、県内の小河川、公園等の親水水路、地域用水等他目的にも利用されている

農業水利施設（専用の幹線水路を除く）等、地域の身近な水路とし、原則として年間を通して

通水していること。 

（２）実施する事業が、他の補助金又は交付金の対象とならないこと。 

（３）事業の実施にあたり、実施しようとする場所の土地や施設の所有者、管理者等から、使用等に

ついて権限を有する者の許可又は同意等が確実に見込まれること。 

（４）地域住民、小学校等に対して、設置した小水力発電施設を利用して、環境保全学習を年１回以

上、補助金の交付を受けた年度を含む５年以上継続して開催すること。 

（５）環境保全提案型については、提案した地域の環境保全に資する活動を当該年度を含む５年以上



 

の継続が確実に実施されること。 

（６）事業主体は、事業の実施にあたり、清流の国ぎふ森林・環境税を活用した事業である旨を表示

するとともに、参加者又は事業の実施場所周辺の住民等に対して周知に努めるものとする。 

（７）小水力発電施設の設置等に要する整備期間は単年度とすること。 

 

第５ 補助対象経費 

補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は次のとおりとする。 

１ 環境教育推進型 

0.1kW 程度の簡易な小水力発電施設及び必要に応じた電力利用施設の設置又は、改修等に要する

原材料費、工事請負費、及び事業実施に必要な事務費。 

２ 環境保全提案型 

0.1kW 以上の小水力発電施設の設置又は、改修等に要する原材料費、工事請負費、及び事業実施

に必要な事務費。電力利用施設の設置及び改修費用は対象外とする。 

 

第６ 補助率 

１ 環境教育推進型 

補助率：定額 

上限は１団体1,000千円とする。 

２ 環境保全提案型 

補助率：定額 

1.0kWまでは1,000千円に0.1kWごと100千円加算した額。1.0kW以上は0.1kWごと200千円加算

した額。上限は１団体10,000千円とする。 

ただし、補助対象経費が補助額を下回る場合は、補助対象経費の範囲内の額とする。 

なお、出力は発電機の出力とし、値は小数点以下第２位を切り捨て、小数点以下第１位止めとする。 

 

第７ 実施方法 

 県が別に定める募集要領（以下「募集要領」という。）により実施計画を公募し、別に定める選定要領

に規定する評価会議（以下「評価会議」という。）にて評価し、選定した事業主体に対して費用を補助す

る。 

 

第８ 事業主体 

事業主体は市町村、地域団体等とする。地域団体等とは、県内に事務所又は事業所を有し活動拠点を

置く以下の団体とする。 

（１）土地改良区、土地改良区連合、農業協同組合、農業法人。 

（２）環境保全事業を行う特定非営利活動法人。 

（３）ボランティア活動等の社会貢献活動を行う営利を目的としない任意団体。 

（４）地域住民が中心となって、環境保全活動等を行う任意団体。 

任意団体については、以下の要件を具有しているものとする。 

・団体の代表者、役員、構成員、事務局、代表者の代表権の範囲が定められていること。 

・団体の意思決定方法が定められていること。 

・団体の事務及び会計処理の方法が定められていること。 

ただし、宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2 号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。）又は暴力団と密接な関係にある団体は事業主体となれない。 

 



 

第９ 事業の応募 

事業を実施しようとする団体は、募集要領により、応募申請書（様式第１号）、実施計画書（様式第

２号）、活動を実施する場所の市町村の同意書（様式第３号）及びその他必要な書類を添付して、事業

の実施場所を所管する農林事務所長（以下「所長」という。）を経由し知事に提出する。 

 

第１０ 事業の評価、選考 

１ 実施計画書の評価は、評価会議が行う。 

２ 知事は評価会議の評価結果に基づき、予算の範囲内において事業を選考し、その結果を選考結果

通知書（様式第４号）により、所長を経由して通知するとともに、選考結果について公表するもの

とする。 

 

第１１ 補助金の交付申請 

１ 事業主体は、要綱第４条の規定に基づく補助金交付申請書を、所長に提出するものとする。 

２ 要綱別表第１の交付申請書添付書類の欄に定める「岐阜県小水力発電による環境保全推進事業実

施要領に定める書類」は、実施計画書（様式第２号）とする。 

３ 所長は、第１項の規定による補助金交付申請書の内容を審査し、補助金の交付を決定したときは、

補助金交付決定通知書（様式第５号）により通知する。 

４ 事業の着手は、補助金の交付決定を受けた後でなければならない。 

 

第１２ 事業計画の変更 

１ 事業主体は、補助金交付決定通知書を受けた後に、年度途中において要綱別表第２に掲げる変更

を行うときは、要綱第５条第４項に規定する承認申請書に次の書類を添付し、所長を経由し知事に

申請しなければならない。 

（１）補助金交付申請書の添付書類のうち、当該変更にかかるもの 

（２）補助金交付決定通知書の写し 

（３）その他知事が必要と認める書類 

２ 要綱別表第２の事業の内容の変更欄に掲げるその他この要領に定める変更は、次のとおりとする。 

（１）事業内容の変更（軽微な変更を除く） 

（２）補助金の額の増額変更 

３ 知事は、第１項の申請があったときは、その内容を審査し、これを適当と認めたときは、計画変

更承認通知書（様式第６号）により所長を経由し通知する。 

 

第１３ 補助金の変更交付申請 

１ 事業主体は、補助金交付決定通知書を受けた後に、補助金の額に変更が生じたときは、速やかに、

補助金変更交付申請書（様式第７号）に次の書類を添付し、所長に申請しなければならない。 

（１）補助金交付申請書の添付書類のうち、当該変更にかかるもの 

（２）補助金交付決定通知書の写し 

（３）その他知事が必要と認める書類 

２ 所長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付を決定したときは、補助

金変更交付決定通知書（様式第８号）により通知する。 

 

第１４ 実績報告 

１ 事業主体は、要綱第８条の規定による実績報告書を作成し、所長に提出するものとする。 

２ 要綱別表第１の実績報告書添付書類の欄に定める「岐阜県小水力発電による環境保全推進事業実

施要領に定める書類」は、実施実績書（様式第９号）とする。 

３ 所長は、第１項の規定による実績報告書の内容を審査し、補助金の額を確定したときは、補助金

額確定通知書（様式第１０号）により通知する。 



 

 

第１５ 補助金の概算払 

事業主体は、要綱第９条第３項の規定により、概算払による補助金の交付を受けるときは、同項の

規定による請求書を作成し、所長に提出するものとする。その額は、交付決定を受けた補助金の額（変

更交付決定を受けた場合は、変更後の額）の４０パーセントに相当する額（千円未満の端数が生じた

場合は、その端数を切り捨てた額）以内とする。 

なお、添付書類は補助金請求内訳書（様式第１１号）とする。 

 

第１６ 活動実績報告 

１ 事業主体は、補助金の交付を受けた翌年から４年間は、事業主体が責任を持って施設を管理し、

当該年度の取り組みの状況を記載した活動実績報告書（様式第１２号）を所長に提出するものとす

る。 

２ 活動計画が達成されていない事業主体は、その要因及び達成に向けた方策等を内容とする改善計

画書を作成し、所長に提出するものとする。改善計画書の提出を受けた所長は、当該事業主体に対

して計画達成に向けた指導等の措置を講じ、知事へ報告するものとする。 

３ 活動実績報告書及び改善計画書の提出期限は、各事業年度が終了した日から６０日以内とする。 

 

第１７ 事業の検査 

１ 事業の実施において、事業の実施状況その他の検査を行う必要があるときは、所長が指定する職

員（以下「検査員」という。）により行うものとする。 

２ 検査員は、前項の検査を行ったときは、検査確認書（様式第１３号）により、報告するものとす

る。 

 

第１８ その他 

１ 知事は、事業計画の承認にあたり、必要に応じて現地の調査等を実施する。 

２ 知事は、事業の推進上必要と認める場合には、事業主体に対し報告を求めることができる。 

３ 知事は、事業実績報告の内容の全部又は一部を公表することがある。 

４ 岐阜県補助金等補助金交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第二十一条に定める財産の処分

の制限の期間については、補助金の交付を受けた翌年から、環境教育推進型は４年間、環境保全提

案型は８年間とする。 

５ 事業により設置した施設の維持管理費、修繕費等は、各年度の売電収益の３０パーセント以内の

額を充てることができる（積み立て可能）。ただし、突発事故等により多額の修繕費が必要となる場

合は、所長と協議するものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成２９年度予算に係るものから適用する。 

 

附 則［一部改正 平成３１年３月１１日付け 農整第１０３９号］ 

  この要領は、平成３１年度予算に係るものから適用する。 

  なお、この要領第４、第１６及び第１８については、平成２９年度及び平成３０年度予算に係る事業

についても適用する。 

 

附 則［一部改正 平成３１年４月２６日付け 農整第４２４号］ 

  この要領は、令和元年５月１日から適用する。 

 


